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事 業
期 間

平成17年度～ 根 拠
法 令

職業能力開発促進法第15条の7、第16条

款

針路 11
分野施策 1104

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

8
8-5,8-6

　高等技術専門校に配備する訓練用機器の計画的な更新
を行い、職業訓練の充実を図る。
　
　職業訓練用機器の整備　 　　　　△32,667千円

（１）事業内容
　　　高等技術専門校に配備する訓練用機器について、法令基準改正等に対応した機器の整備、老朽化した機器の
　　計画的な更新、安全性向上のための機器整備などを行い、効果的な訓練環境の充実を図る。
（２）事業計画
　　ア　職業訓練用機器について法令基準改正等に対応した機器整備及び老朽化した機器の計画的な更新等
　　イ　職業訓練用機器について安全性向上及び効果的な訓練環境維持のための機器整備
（３）事業効果
　　ア　求職者等に対する職業訓練に必要不可欠な訓練用機器を配備し、効果的な訓練を実施することで就職に結びつ
　　　ける。
　　　・令和4年度　 修了者数 391人、就職者(就職中退者を含む) 389人、就職率92.4％(うち二・一年コースは96.1％)
　　　・令和3年度　 修了者数 381人、就職者(就職中退者を含む) 373人、就職率91.4％(うち二・一年コースは97.5％)
　　　・令和2年度　 修了者数 378人、就職者(就職中退者を含む) 392人、就職率93.8％(うち二・一年コースは97.9％)
　　　・令和元年度　修了者数 415人、就職者(就職中退者を含む) 404人、就職率89.4％(うち二・一年コースは95.9％)
　　　・平成30年度　修了者数 430人、就職者(就職中退者を含む) 464人、就職率94.1％(うち二・一年コースは99.3％)
　　イ　企業ニーズに応じた機器を配備し、中小企業の在職者に対する訓練を実施する。
　　　・令和4年度　 357講座、受講者数 3,950人
　　　・令和3年度　 354講座、受講者数 3,466人
　　　・令和2年度　 308講座、受講者数 2,597人
　　　・令和元年度　361講座、受講者数 4,356人
　　　・平成30年度　424講座、受講者数 5,004人
　　　【活動指標（アウトプット）】高等技術専門校における人材育成数　令和4年度実績462人 令和3年度実績475人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和2年度実績443人
　　　【成果指標（アウトカム）】人材育成者数の増加
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　　中小企業向け在職者訓練は、商工会議所等を通じて広く企業等に対するＰＲを行う。
（５）補正予算の概要
　　　　職業訓練用機器の整備　国からの補助金交付額が見込みを下回ったことによる減額

２　事業主体及び負担区分
(国1/2・県1/2)

３　地方財政措置の状況
普通交付税(単位費用)(款)労働費(細目)職業能力開発費
(細節)職業能力開発校費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.4人＝3,800千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額国庫支出金 県　債

決定額 △32,667 △16,333 △14,000

現計額 99,524 49,761 21,000 28,763

― 産業労働部 37 ―

稼げる力の向上

△2,334 66,857

産業人材の確保・育成



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 32,667千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ △16,333 ― 職業訓練校施設費補助金
職業訓練費補助金 補助率1/2

県債・ △14,000 ― 高等技術専門校施設整備事業債
労働債

一般財源 △2,334 ―

合計 △32,667 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

備品購入費 △32,667 ― 国から交付される補助金が見込みを下回ったことによる減

合計 △32,667 ―

事業内訳書

高等技術専門校施設整備事業費

職業訓練用機器の整備

主な内容

主な内容


